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　　　　　　　※上記のほか共同研究員1名、ポストドクトラル研究員2名、院生RA3名
　本年度は、本研究の4っの研究フレーム（研究フレーム①「危機管理の理論化とデータベース
化」、研究フレーム②「危機管理の情報発信と国際化」、研究フレーム③「危機管理能力を有する
人材（危機管理士）の養成」）に基づき、①～③の各研究フレームに関する研究活動を推進した。
　なお、2008年9月までの取り組み、および、その成果については、本プロジェクトのメンバー
による自主研究として実施したものである。
1　「危機管理学」の構築に向けての検討作業
・危機管理研究会議iの開催（2009年度は3回開催）
　開催日：2008年ll月26日、2008年1月11日、3月18日
　会議メンバー：研究員全員ならびにポストドクトラル研究員2名、院生RA3名
　概容：危機管理学の構築に向けて、受託研究の進捗状況、図上訓練の成果、危機管理士の研
　　　　　修カリキュラム等に関する準備状況に関する報告、および、検討が行われた。
2大規模災害についての実例分析と対応策に関する体系化（自然災害）（研究フレーム①）
　・震災被災地における自治体ヒアリングの実施、分析
　実施日：2008年11月4日～5日
　主たる担当者：中邨章、ポストドクトラル研究員2名、院生RAl名
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概容：中越地震、および、中越沖地震にっいて、石川県震災復興支援室（4日）、輪島市災
　　　　害復興支援室、新潟県県民生活環境部復興支援課、長岡市地域振興戦略本部（5日）
　　　　の担当者から発生直後の対応策及び復興復旧の現状についてヒアリング調査を実施
　　　　した。
3　自治体、国内外の研究機関等との危機管理政策に関する研究の実施（研究フレーム①②）
1）さいたま市立人王子中学校防災教育研究発表会講演
　実施日：2008年10月22日
　主たる担当者；佐々木一如（ポストドクトラル研究員）、院生RA　1名
　概容：当センターは2006年度において、埼玉県およびさいたま市と共同で危機管理・防災
　　　　　に関する実践的な教材の作成および教育手法の開発を目的とした共同研究を実施し
　　　　　た。今回のさいたま市立八王子中学校での防災教育研究発表会では、その際に開発し
　　　　　た教材・教育手法を用いた防災教育の公開授業と研究概要説明が行われ、当センター
　　　　　のポストドクトラル研究員が近年の危機管理行政について講演を行った。
2）地域・生活再建過程の最適化に関する研究
　実施日：2008年4月～
　主たる担当者：市川宏雄、ポストドクトラル研究員2名、院生RA　1名
　概　容：「首都直下地震防災・減災特別プロジェクト」の一環として京都大学より調査研究を
　　　　　受託した。本年度は、長岡市内の住民組織代表者（6名）を対象に、中越地震、中越
　　　　　沖地震および能登半島地震による被災後の復興プロセスについて、フォーカス・グル
　　　　　ープ・インタビュー（FGI）を実施した（2008年11月6日）。また、その成果は、上
　　　　　記プロジェクトの報告書にまとめられたほか、人都県市首都直下地震対策研究協議会
　　　　　において「首都直下地震における復興シナリオの構築について一住民意識の動向と行
　　　　　政の対応能力の対比から一」として報告を行った（2009年3月26日）。
4危機管理士（2級）の養成、認定に関する体制の整備と試行（研究フレーム③）
　・危機管理リーダーとしての危機管理士の育成及び資格認定に関する具体的検討
　実施日：2008年4月～
　主たる担当者：中邨章、市川宏雄、青山やすし、幸田雅治
　概容：日本自治体危機管理学会と共同で、危機管理士資格（2級、1級）の設置、危機管理
　　　　　士の育成と資格付与にっいて、危機管理士資格設置にかかるスケジュール、育成カリ
　　　　　キュラム、認定方法、研修の実施主体、認定主体について詳細な検討作業を実施した。
5）危機管理ノウハウの蓄積と発信、人材の育成（研究フレーム①②③）
1）危機管理図上訓練プログラム（地震水害・本部対策訓練）の開発・実施
　実施日；2008年7月19日（事前セミナー）、8月2日（図上訓練）
　主たる担当者：青山やすし、ポストドクトラル研究員2名、院生RA3名
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概容：自治体の職員を対象とした危機管理教育プログラムの開発を進めてきているが、今回
　　　　は都区内において地震災害後に水害が発生した事態を想定したプログラムを作成し、
　　　　その成果を、明治大学大学院ガバナンス研究科の授業（政策研究V皿一A「災害と危機管
　　　　理」、及び「政策創造研究」）にて、危機管理図上訓練として実施した。同訓練におい
　　　　ては、墨田区の全面的な協力のもとで対策本部の運営について6時間にわたるシミュ
　　　　レーション訓練を行った。
2）研究大会の開催（「市町村合併と防災」「地域・生活再建過程の最適化に関する研究」、「災害と
　　　　　地域コミュニティCCPの意義」「コミュニティと危機管理」の発表等）
　開催日：2008年7月12日・13日
　主たる担当者：中邨章、市川宏雄、青山やすし、牛山久仁彦、幸田雅治
3）研究会の開催（「ハリケーン・カトリーナにおける被災者支援」、「ロンドンにおけるセキュリ
　　　　　ティ」、「危機管理と地域住民の信頼感」）
　開催日：2008年5月14日、2008年11月26日、2009年3月18日
　主たる担当者：中邨章、市川宏雄
4）シンポジウム「自治体における危機管理・防災担当職員の能力向上」の開催
　開催日：2009年1月11日
　主たる担当者：中邨章、市川宏雄、牛山久仁彦、幸田雅治
5）研究成果の出版『講座危機管理行政危機発生！その時地域はどう動く一市町村と自治体の役
　　　　　割一』（第一法規）
　実施日：2008年9月
　主たる担当者：中邨章、市川宏雄、幸田雅治
6）危機管理関連の資料収集・分析
　　i）危機管理関連論文（国内、国外）の収集とデータベース化
　ii）国、自治体の防災計画、水防マニュアル等、地震、水害対策関連資料の収集
　hi）他の研究機関に関する資料、及びそれらの機関が作製した資料の収集
　iv）危機管理に関連する行政機関の資料
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